
PDF issue: 2025-07-15

諸外国STEM/STEAM教育から見る日本の高等学
校理科教育に求められるもの

YAMASAKI, Yuki / 山﨑, 友紀

(出版者 / Publisher)
法政大学多摩研究報告編集委員会

(雑誌名 / Journal or Publication Title)
Bulletin of Hosei University at Tama / 法政大学多摩研究報告

(巻 / Volume)
38

(開始ページ / Start Page)
17

(終了ページ / End Page)
29

(発行年 / Year)
2023-10-30

(URL)
https://doi.org/10.15002/00030406



1．はじめに

　我が国における高等学校の理科教育の内容、スタ

イル、そして概念は、時代や社会の変化の影響を受

けながら小学校から中学校の教育内容と大学入試の

内容にもあわせる形で変遷してきた。平成 30 年 3月

に告示された高等学校学習指導要領は、令和 4年度

から年次進行で本格的に実施が進んでいる。近年探

究活動などが重視されるようになり、高等学校学習

指導要領解説理数編の中には［1］、「各学科に共通する

教科として、数学と理科にわたる探究的科目を新設

し、数学的な見方・考え方や理科の見方・考え方を

組み合わせるなどして働かせ、探究の過程を通して、

課題を解決する力などを育成すること」と記載され

ている。近年、日本も諸外国での STEM（Science、 

Technology, Engineering and Mathematics） ま た は

STEAM（STEMに Artを加えた概念）教育の流れの

影響を受けつつあるものの、同学習指導要領の中で

実際の教育現場での取り扱いに関する記述は残念な

がらまだない。わずかに同解説理数編で「世界的に

も理数教育の充実や創造性の涵養が重要視されてお

り、米国等における STEM 教育の推進はその一例で

ある。STEMまたは STEAM教育においては、問題解

決型の学習やプロジェクト型の学習が重視されてお

り、我が国における探究的な学習の重視と方向性を

同じくするものである。」との記載はある。

　諸外国における理科教育の変遷ぶりは、後述のよ

うに STEMの概念を積極的に取り入れるなどスピー

ディな対応が見られる。一方、それに比べると日本

における理科教育の変化はゆるやかであり、今回の

指導要領による理数科目の変化でも大きなものは見

られず、いまだに知識伝授型、いわゆる「詰め込み

教育」のウェイトが高い現状が続いているといえよ

う。我が国では、TIMSSや PISAなどの調査において

国際的に 5位以内などの高い理科教育の水準を保っ

ていることが評価されているものの、学習意欲や関心

を問う調査においては “国際平均” を下回っている［2, 3］。

　筆者は、日本における理科教育の変化の重要性を

本報で訴えることを目的としている。特に Society 5.0 

への対応など社会変化に追随するための理科教育の

見直しの重要性、国家の経済力と理科教育との関係

性［4］、国民の幸福度（またはウェルビーイング）と

理科教育の関係性などに大きく注目している。その

中で理科教育が大きく寄与できることは、子どもた

ちの単なる学力（認知能力）の養成だけでなく、コ

ミュニケーション能力や技能・スキル、総合的な判

断力などで説明される「非認知能力」の育成にある

と考えている。人間としての習熟度や労働市場での
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成功が、ひいては日本の労働市場や経済力の向上、生

徒一人ひとりのウェルビーイング向上につながるた

め、現代社会に見合った適切な理科教育の変化が重

要である。筆者らはこれらの日本の諸事情を鑑みて、

高等学校における新しい基礎理科科目の必修化の可

能性を検討している。本報では、諸外国における

STEM/STEAM教育の現状を俯瞰することで我が国の

危機的な状況を紹介し、理科教育における非認知能

力養成の重要性を課題解決型プロジェクト実施の有

効性などから考察する。

2．本論

2 － 1．�日本におけるSTEM/STEAM教育と STEAM

の A（Art）の位置づけ

　STEMという言葉の定義は各国でも様々で一国の中

でも統一見解がないところも多い。日本では STEM

という言葉を教育プログラムや教育内容を指して多

用されるようになってきた。日本でフォーマルな

STEM教育団体として、日本 STEM教育学会［5］が設

立されたのは 2017 年である。諸外国の国をあげた

STEM教育に対する取り組み比べると、日本での

STEM教育の国家戦略は極めて遅れていることを冒頭

に述べておく。いまだに学習指導要領の中でもその

位置づけは明確にされていない。

　STEM教育のそもそもの発端は、米国の全米科学財

団（NSF） に て 1990 年 代 初 め に Science と 

Mathematics に Engineering と Technology を加えた

SMET という略語が用いられていたが、2001 年より

STEM に変更され現在に至るまで広く用いられるよう

になったこととされている［6］。米国では現在、STEM

という言葉は教育界に対してだけでなく STEM分野

への就職などのように、“理系” 分野というニュアン

スでも幅広く使われている。それに加えて米国では

STEM教育の重要性が浸透してきており、例えば中学

校理科教育ではその流れをくんで科目統合化が進ん

でいる。物化生地の組み合わせだけでなく、STEM（あ

るいはものづくりなどのエンジニアリング）と各科

目の統合がさかんに教育現場で実施されるようにな

っている。カリフォルニアではすでに州の教育方針

として科目統合化のカリキュラムが 2016 年から採用

されており、教育プロセスの効率化と子どもたちの

人間力の育成に積極的なプラスの変化をもたらして

いるとしている［7］。具体的な授業における科目統合

の例としてはエンジニアリングの観点を取り入れた

ものが多く、日本でいう技術科目や情報科目を理科

科目に取り入れているケースが多く見受けられる。こ

れらの情報については米国理科教員のための教材提

供のサイトを参考にされたい［8, 9］。

　日本では、近年になってやっと諸外国の影響を受

け、文部科学省を含めて STEMや STEAM教育への

運気が高まっている。実際に国内での STEM/STEMA

教育の導入に対しては、近年の文科省のアクション

よりもずっと以前から、諸外国の影響を受けた民間

の教育団体により、習い事の延長としてのロボット

工作、プログラミング学習、理科実験教室などが展

開されて 10 年以上経過している。民間の塾などでは

小学校や中学校受験対策としてそのような内容を学

習内容として導入してきた事実も多くあり、一部の

民間教育団体や一部の高所得層家庭をターゲットと

した幼児教育にても展開されている。

　日本における、STEAMの A（Art）をどうとらえる

べきかについては定まった見解がなく、研究者の間

でも議論がある［10-12］。端的に Artは「芸術」、Artsは「教

養」と扱われる場合もあるが、胸組は論文の中で「Arts 

の内容について芸術とする捉え方と Liberal Arts と捉

えるかは議論を要する」と明示している［10］。文部科

学省は、STEAM教育という言葉について初期には「統

合型 STEM教育に Arts（デザイン、感性等）の要素

を加えたもの」と解釈していたが、最近では大谷の

見解［12］を導入し、「Liberal Artsの考え方に基づいて、

自由に考えるための手段を含む美術、音楽、文学、歴

史に関わる学習などを取り入れるなど STEM教育を

広く横断的に推進していく教育」と説明している［13］。

　歴史的に英語の言語学的な「Art」の当初の意味を

さかのぼると、Artは「技能」に関するものであった

ようである［11］。時代が進むにつれて技能の中の芸術

的な意味合いが濃くなったことがわかっている。胸

組、辻合らの論文を参考にすると、STEAM 教育にお

ける “A” の概念については、多岐にわたり、例えば

次のように解釈が可能である。辻合らの研究などを

参考にし［11］、Artの複数の概念を以下に列挙した。
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❶　 絵画、線画、あるいは彫刻でアイデアや感性を

表現するための想像力の使用 

❷　絵画、線画、彫刻などの作品

❸　線画のような作品を創造するための探究と技能

❹　芸術（美術、音楽、演劇、文学など）の総称

❺　視覚芸術または舞台芸術の一種

❻　 学校や大学で学ぶことのできる理系以外の科目、

例えば語学や歴史、文学

❼　トレーニングと練習で開発できる能力または技能

　ここで筆者は、Artの定義について、この❶～❼の

どこにも当てはまらない「俯瞰力などの非認知能力

の育成をもたらす体験的な活動を示す概念」と提案

する。その「体験的な活動」には子どもたちの絵画

や演劇などの芸術に触れあう体験を指していて、非

認知能力の育成に大きく貢献すると考えている。

　日本の理科教育では長年、認知能力を養成するこ

とについてはおおむねうまく進んできたといえる。も

っぱら長年の PISAや TIMSSの結果から、日本の子

どもの認知能力の高さは示されているが、読解能力

や文章表現などの非認知能力の低さが明確にされて

いる。理数系能力には計算力や技能だけでなく、文

章表現、コミュニケーション能力、総合的な俯瞰力、

デザイン能力など非認知能力が含まれており、上述

のように個々の生徒の人間力、ウェルビーイングの

向上においては非常に重要であると考えられる。よ

って、今後は理科教育の現場において、これまであ

まり重要視されてこなかった子どもたちの非認知能

力の育成のために、Art（または Arts）の役割が大変

重要で不可欠であることを提案したい。この根拠に

は、子どもたちが幼少から高校生までの若い時期に

おいて様々な感性や心を刺激するような体験をする

ほど、人間性と精神の成長が大きく促されているこ

とにヒントを得ている。

2 － 2．理科教育をめぐる我が国の問題点

我が国の劣悪な経済動向と人材育成の現状

　2022 年時点での日本の実質 GDP成長率（IMF統計）

は 1.08%で「世界 170 位」と評価されており、我が

国の極めて低い経済成長が年々顕著になっている［14］。

経済力の低下の原因は複数あり、それぞれが絡み合

っていて複雑ではあるものの、天然資源に乏しい我

が国にとって、人材または人的資源の育成は不可欠

であり、教育の効果は非常に大きいと考えられる。こ

れまでのわが国の経済を支えてきた主要な要因の中

で、教育水準の高さはまぎれもなく影響してきたと

言えよう。それに加えて、日本国民の勤勉さ、貯蓄

志向の高さ、伝統工芸や町工場などの職人の技術の

高さ、それらによる総合的な生産効率の高さなどが

経済力に与えた影響が考えられる。しかし、日本な

長年ほとんどの天然資源を海外から調達して付加価

値を与えて諸外国に輸出するという経済活動を繰り

返してきた。それにより外貨の大半を確保している

のが我が国の経済のなりわいである。我が国にはほ

とんど存在しない金属資源、エネルギー資源のほか、

さまざまな原材料や食料も海外から獲得しているた

め、円安の進行は我が国の経済に対して、負に大き

く影響している。日本の貿易収支は 2022 年 5月現在、

2兆 3,847 億円の赤字であり、その赤字幅は比較可能

な 1979 年以降で 2番目に大きいとされる［15］。日本の

輸出の主力品目が自動車など輸送機器、半導体等電

子部品、鉄鋼などであることからも、理数、エンジ

ニアの教養が国民に必要であることも容易に理解で

きる。

　しかしながら我が国では大学入学時の理工系進学

者の割合は減少傾向、大学院（修士課程、博士課程

とも）進学者数は減少傾向であり、今後直面するデ

ジタル化社会や、グリーン化社会に対応できる人材

を十分に養成できていない現状が続いている。経済

産業省未来人材育成会議の調査によると、現状だけ

でなく今後 10 年後、20 年後も理工系職業の人材確保

は間に合わないと考えられており、技術系職業にお

いては現時点ですでに在留外国人労働者に頼らざる

を得ない現状となっている［16］。ヒューマンリソシア

の世界 109 カ国の IT技術者数調査によると、日本の

IT技術者数は世界4位である。1位アメリカ、2位中国、

3位インド、5位ドイツの中で見ると、人口当たりに

換算するとアメリカやドイツよりもかなり低い数値

となっている。さらに IT技術者数の増加率は 109 カ

国中 22 位とかなりの遅れがあり、今後の社会を支え

ていく人材が確保できているとは到底言えない状況

である［17］。
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になったこととされている［6］。米国では現在、STEM

という言葉は教育界に対してだけでなく STEM分野

への就職などのように、“理系” 分野というニュアン

スでも幅広く使われている。それに加えて米国では

STEM教育の重要性が浸透してきており、例えば中学

校理科教育ではその流れをくんで科目統合化が進ん

でいる。物化生地の組み合わせだけでなく、STEM（あ

るいはものづくりなどのエンジニアリング）と各科

目の統合がさかんに教育現場で実施されるようにな

っている。カリフォルニアではすでに州の教育方針

として科目統合化のカリキュラムが 2016 年から採用

されており、教育プロセスの効率化と子どもたちの

人間力の育成に積極的なプラスの変化をもたらして

いるとしている［7］。具体的な授業における科目統合

の例としてはエンジニアリングの観点を取り入れた

ものが多く、日本でいう技術科目や情報科目を理科

科目に取り入れているケースが多く見受けられる。こ

れらの情報については米国理科教員のための教材提

供のサイトを参考にされたい［8, 9］。

　日本では、近年になってやっと諸外国の影響を受

け、文部科学省を含めて STEMや STEAM教育への

運気が高まっている。実際に国内での STEM/STEMA

教育の導入に対しては、近年の文科省のアクション

よりもずっと以前から、諸外国の影響を受けた民間

の教育団体により、習い事の延長としてのロボット

工作、プログラミング学習、理科実験教室などが展

開されて 10 年以上経過している。民間の塾などでは

小学校や中学校受験対策としてそのような内容を学
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した幼児教育にても展開されている。
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べきかについては定まった見解がなく、研究者の間
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学省は、STEAM教育という言葉について初期には「統

合型 STEM教育に Arts（デザイン、感性等）の要素

を加えたもの」と解釈していたが、最近では大谷の

見解［12］を導入し、「Liberal Artsの考え方に基づいて、

自由に考えるための手段を含む美術、音楽、文学、歴

史に関わる学習などを取り入れるなど STEM教育を

広く横断的に推進していく教育」と説明している［13］。

　歴史的に英語の言語学的な「Art」の当初の意味を

さかのぼると、Artは「技能」に関するものであった
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組、辻合らの論文を参考にすると、STEAM 教育にお
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次のように解釈が可能である。辻合らの研究などを
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高校生の意識と進路�����

　図 1に令和 4年度学校基本調査（文部科学省 /令和

4年 12 月 21 日発表）による、大学における分野別入

学者を示した［18］。ここで理系進学率（理学、工学、

農学および情報環境などその他）を見ると、明らか

に文系進学に比べてその割合が低いことがわかる。文

科省の説明によると文系：理系はおおむね 7：3 とし

ていてこの割合は長年続いている。さらに高校生の

科学等に関する意識調査（H26、独立行政法人国立青

少年教育振興機構）によると、「社会に出たら理科は

必要なくなる」と答えた高校生の割合は日米中韓で

比較して、日本は 44.3％と、米国 22.4％、中国

19.2％、韓国 30.2％の中で最も多いという結果となっ

ている［18］。このように相当多くの日本の高校生が理

科の必要性を感じていないことは危惧すべき点であ

る。

教育現場の問題

　日本の高校教員（小・中教員も含めて）の一日当

たりの労働時間は 10-11.5 時間、土日の出勤率は 52％

という調査結果が連合総合生活開発研究所およびベ

ネッセコーポレーションから報告されており「過労

死レベル」とまで言われている［20-21］。2013 年時点で

の日本教員の週当たりの勤務時間が 55 時間に対し、

イギリスは 47 時間、韓国は 33 時間、フィンランド

は 32 時間程度と報告されている。また米国の公立学

校教員の場合、勤務日が 185 日程度に規定され（給

与体系により 235 日の場合もあり）、一

日の勤務時間も上限を 7時間程度に設定

している学区が多い［22］。明らかに日本の

教員は諸外国の状況から見ても相当な超

過勤務をしていると言える。

　また高等学校での教育現場では、生徒

の進路への対応が最も大きな課題の一つ

となっていて、教員の超過勤務にも影響

を与えている。文部科学省の調査による

と 2021 年度の専門学校、短大、大学を

含む進学率は 83.8％とあり［23］、日本の高

校生の多くは何らかの形で進学するケー

スが多く、当然その進路先に応じた教育

が高校で求められ、高校における学習内

容は必然的に、大学入学試験の科目やその内容に対

応することになる。教育現場において、生徒の文系

進路希望者が大半を占める場合には必然的にそれに

対応して、文系志望生徒の理数系科目の履修ウェイ

トが低くなるカリキュラムとなる。その一方で理数

系進路希望者においてはその受験対策としての教育

内容が必要となる。つまり筆記試験が主な大学進学

の手段であることから、そこに求められる能力養成

が重要視されるために、理系科目の学習内容がより

抽象化され、実験や実習などを通じて育まれる、科

学的思考が養われない結果を生んでいる。このよう

な大学入学試験選抜のための準備によって、高等学

校の理科教育の現場ではいわゆる数値化判断のしや

すい「認知能力の育成」に大きく偏っている時代が

長く続いてきたと言えよう。

　数値化することの困難な、非認知能力すなわち科

学的思考力や課題解決力、コミュニケーション能力、

総合的な俯瞰力などが、グローバル人材として求め

られる時代になっている。人間力の育成という観点

でも、文科省学習指導要領の中でアクティブラーニ

ングや探究活動が大きく取り入れられるようになっ

てきた。これらの非認知能力は、体験的活動を通じ

て好奇心や想像力、探究心などが助けとなって養わ

れるものであり、個々の生徒に応じた教育も必要と

なるため、時間もかかるのが常である。教育現場でも、

非認知能力の育成については重要であると理解が進

んではいるものの、現状の高等学校教育における大
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図１　大学における分野別入学者
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学入試制度の影響、現場でのカリキュラムによる教

育内容や時間の制限、マンパワー不足や予算不足な

どが大きな妨げとなっているのが現状である。　　　　　

2 － 3．諸外国の事情

　諸外国の STEM/STEAM教育関係の情報について

は、令和 3 年度　プロジェクト研究調査研究報告書

　初等中等教育―048 学校における教育課程編成の実

証的研究告書 4（研究代表者 鈴木 敏之（国立教育政

策研究所 教育課程研究センター長））［24］、SSH支援事

業の今後の方向性等に関する有識者会議 報告書平成 

30 年［25］、および Ellisらの研究グループによってまと

められた論文［26］などを主に参考にした。

アメリカ合衆国

　米国では STEM/STEAM教育の必要性が 2013 年ご

ろから国の方向性として採用され、また各州の教育

カリキュラムの中でも大きく取り入れられるように

なった。当時オバマ政権を通じて、STEM教育は国家

的な優先事項となり STEM教育プログラムに 30 億ド

ルを投資することが決定された。その背景には、多

様で創造的で高度な STEM労働力と STEMリテラシ

ーを備えた国民というビジョンによって、国の高い

経済力を実現したいという理念が働いている［27］。国

家予算の一部は民間企業や大学などの研究機関と教

育現場とのコラボレーション企画を支援し続けてお

り、教材開発、カリキュラム開発、教員支援プラッ

トホームの新規展開などが実働している［例えば7-9］。当然、

小中高の授業の中だけでなく、課外活動や夏休み期

間中の長期間キャンプ、習い事の一環などとしても

STEM/STEAM教育が 10 年以上浸透しており、ロボ

ット、レゴ、プログラミング、工作などを通じた多

様な教育プログラムを子どもや保護者が経済状況や

生活時間帯に応じてフレキシブルに受講できる文化

が根付いている。これらの活動は日本にも影響を与

えたと考えられるが、その規模は日本よりもかなり

大きく国家全体で進んでいると考えられる。

　米国での政府を通じた STEM/STEAM教育の推進は

予算的には大きいものの、学校教育における STEM

の概念やカリキュラムに対して統一的な見解がある

わけではない［25］。政府の予算が投じられ、整備され

てきた国全体の STEM/STEAM教育の浸透により、特

定の STEMプログラムを展開した学区や学校におい

て教育効果は上がっているという論文発表は多くさ

れている。特に人種や性による差別が深刻な教育格

差を生み続けてきた米国の社会構造の中で、STEM/

STEAMプログラムの教育への導入による、生徒たち

のモチベーションおよび学習成績への正の効果が顕

著で、ヒスパニック系やアフリカ系などの低所得層

生徒の多い学区での大きな正の効果が得られたと報

告されている［28, 29］。

台湾

　台湾では新しい教育改革が進んでおり 2018 年 9 月

に発表された科学技術分野のシラバスには、具体的

で体系的ではないものの、STEMや STEAM（芸術を

取り入れる）の内容が含まれている。台湾の教育省

（MoE）が計画した12年間の基礎教育カリキュラムは、

それまでの 9年間教育に代わる新しいものである。そ

こで従来の学習領域「自然と生活科学技術」が「自

然科学領域」と「科技領域」に分離され、さらにそ

の「科技領域」が「情報科技」と「生活科技」を含

むものとして位置付けられている。単位数は中学校

の「科技領域」において各学年で 2単位が必修となり、

普通科高校では「情報科技」と「生活科技」が 3 年

間の中で 2単位が必修、8単位が選択と定められた。

高校 1年生の段階でより Technologyを理科科目に組

み込んだ授業内容が提示されるなど、今後は STEM/

STEAM教育の中等教育への導入と実施が期待されて

いる。

　台湾ではこの 2019 年からの新しい教育カリキュラ

ムが進行するよりも前から、3Dプリンタやレーザー

加工機などを活用した自造者教育（Maker 教育）が急

速に普及したことも注目される。諸外国の STEM教

育の影響もあってか「作ることで学ぶ教育」として

自造者教育が教育現場に普及しつつある。すでに台

湾の全国各地に「自造者教育センター」が設置され

ており、台湾師範大学では、自造者教育を担当でき

る教員を養成するための認定講習なども実施されて

いる。この背景には、台湾の教育省が 2016 年に約 6

億円規模の予算を自造者教育に投じたことも大きい。

自造者教育センターが中心となり、教育研修、科学

系博物館、社会教育センターと連携して自造者教育
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高校生の意識と進路�����

　図 1に令和 4年度学校基本調査（文部科学省 /令和

4年 12 月 21 日発表）による、大学における分野別入

学者を示した［18］。ここで理系進学率（理学、工学、

農学および情報環境などその他）を見ると、明らか

に文系進学に比べてその割合が低いことがわかる。文

科省の説明によると文系：理系はおおむね 7：3 とし

ていてこの割合は長年続いている。さらに高校生の

科学等に関する意識調査（H26、独立行政法人国立青

少年教育振興機構）によると、「社会に出たら理科は

必要なくなる」と答えた高校生の割合は日米中韓で

比較して、日本は 44.3％と、米国 22.4％、中国

19.2％、韓国 30.2％の中で最も多いという結果となっ

ている［18］。このように相当多くの日本の高校生が理

科の必要性を感じていないことは危惧すべき点であ

る。

教育現場の問題

　日本の高校教員（小・中教員も含めて）の一日当

たりの労働時間は 10-11.5 時間、土日の出勤率は 52％

という調査結果が連合総合生活開発研究所およびベ

ネッセコーポレーションから報告されており「過労

死レベル」とまで言われている［20-21］。2013 年時点で

の日本教員の週当たりの勤務時間が 55 時間に対し、

イギリスは 47 時間、韓国は 33 時間、フィンランド

は 32 時間程度と報告されている。また米国の公立学

校教員の場合、勤務日が 185 日程度に規定され（給

与体系により 235 日の場合もあり）、一

日の勤務時間も上限を 7時間程度に設定

している学区が多い［22］。明らかに日本の

教員は諸外国の状況から見ても相当な超

過勤務をしていると言える。

　また高等学校での教育現場では、生徒

の進路への対応が最も大きな課題の一つ

となっていて、教員の超過勤務にも影響

を与えている。文部科学省の調査による

と 2021 年度の専門学校、短大、大学を

含む進学率は 83.8％とあり［23］、日本の高

校生の多くは何らかの形で進学するケー

スが多く、当然その進路先に応じた教育

が高校で求められ、高校における学習内

容は必然的に、大学入学試験の科目やその内容に対

応することになる。教育現場において、生徒の文系

進路希望者が大半を占める場合には必然的にそれに

対応して、文系志望生徒の理数系科目の履修ウェイ

トが低くなるカリキュラムとなる。その一方で理数

系進路希望者においてはその受験対策としての教育

内容が必要となる。つまり筆記試験が主な大学進学

の手段であることから、そこに求められる能力養成

が重要視されるために、理系科目の学習内容がより

抽象化され、実験や実習などを通じて育まれる、科

学的思考が養われない結果を生んでいる。このよう

な大学入学試験選抜のための準備によって、高等学

校の理科教育の現場ではいわゆる数値化判断のしや

すい「認知能力の育成」に大きく偏っている時代が

長く続いてきたと言えよう。

　数値化することの困難な、非認知能力すなわち科

学的思考力や課題解決力、コミュニケーション能力、

総合的な俯瞰力などが、グローバル人材として求め

られる時代になっている。人間力の育成という観点

でも、文科省学習指導要領の中でアクティブラーニ

ングや探究活動が大きく取り入れられるようになっ

てきた。これらの非認知能力は、体験的活動を通じ

て好奇心や想像力、探究心などが助けとなって養わ

れるものであり、個々の生徒に応じた教育も必要と

なるため、時間もかかるのが常である。教育現場でも、

非認知能力の育成については重要であると理解が進

んではいるものの、現状の高等学校教育における大
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図１　大学における分野別入学者
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プログラムを展開している［30］。

シンガポール

　日本よりもかなり以前から専門家や市民を含めた

STEM教育人材育成の方針が国家規模で議論され、重

要視されてきた。現在では 2021 年に発表された前期

中等教育科学シラバスにおいて「生徒が将来の学習

や仕事のために、STEM に取り組み追究するための力

強い科学の基礎を提供すること」と記述されている。

シンガポールでは 1997 年ごろから探究活動が重要視

され、STEM 教育の導入初期において、教育理論の構

築や教員研修という基礎的な部分について丁寧に積

み重ねを行ってきた。「STEM Inc.（シンガポール科学

館の基に設立された組織）」と教育省が協力し、資金

と人材の両面において企業等の力を頼りつつ、小中

高の学校における STEM 教育の実施に関わっている。

STEM Inc.が教育省の指導のもとに各教員を手厚くサ

ポートするという仕組みがすでにできあがっており、

うまく循環していると見受けられる［31］。特に STEM 

教育が国に導入されるときの初期段階の計画と実施

において、教員の力量に過度に依存するのではなく、

教員支援が重要な戦略としたことが成功の鍵であっ

たと考えられる。ちなみにシンガポールでも「Maker

教育」という言葉がすでに浸透しており、台湾に影

響を与えた可能性が高い。シンガポールの STEM教

育は日本の 20 年先を行くとも評価されている。

韓国

　STEAM教育の Aについて韓国では Artsは単に芸

術でなく、リベラルアーツが含まれるとの解釈をし

ており、すでに Artsを含めた STEAM教育に 2010 年

頃から取り組んできた。日本では韓国の影響も受け

て Artsに対してこの解釈を近年とるようになってい

る。2011 年には韓国型 STEAM 教育の主要な特徴と

して科学技術工学を中心融合的な思考で体系的に未

来予測のできる教育にシフトし始めた。

　国家戦略として、グローバルリーダーとして時代

の変化に柔軟に対応できる物事を判断する力を持っ

た人材を育むことを目的にして STEAM教育が始動し

ている。韓国政府は STEAM教育プログラムの作成や

教員育成に予算を投じ、韓国科学創意財団（KOFAC）

が実際の教員養成、プログラム開発、教員支援など

の運営を担当している［32］。特筆すべきことは、教員

グループ支援プログラムが成功していることである。

選ばれた教員グループに対して会議出席や授業用マ

テリアル、授業実施の金銭的支援が行われており、採

択された教員には授業立案や実施、教育効果のレポ

ートが求められる。プログラム開始当時（2011 年）

時点では 27 グループであったが 2018 年には、230 の

グループが支援を受けている。また、2009 年度に教

育課程が改定されたあと、日本でいう「探究活動」に

近い「創意的体験活動」が小中学校で取り入れられ、

また「教科群制度」を採り入れ科目融合、または統

合的な授業が実施されている。

ドイツ

　ドイツの教育システムは日本やアメリカと大きく

異なっており、中学校から高等学校に入学する時点

で大学の学士資格を目指すための高校か、職業訓練

を目指す高校かに大きく進路が分かれる仕組みを取

っている。ドイツ連邦教育研究省（BMBF）は 2019

年度 OECD報告書「図表で見る教育 2019 年」の中で

「ドイツは国際的に、STEM教育（数学、IT、自然科学、

工学）分野においてリードしており、OECD諸加盟国

の中で、高等教育スタート時点でドイツ以上に STEM

教育に取り組んでいる国はない。」と発表している［33］。

その中で「ドイツの教育システムは高いレベルにあ

る。優れた学校教育と職業訓練そして生涯学習への

高い意欲は、劇的に変化する社会的、職業的な重要

課題に対応するための前提条件である。」と説明され

ているほど、ドイツでは STEM分野の仕事が社会的

に認知されていると言える。さらに職業訓練に対す

る意識は高等学校進学のためだけでなく、一度社会

人になった大人のリカレント教育制度の普及が非常

に進んでいる。

イギリス

　イギリスの理科教育は「科学の知識、本質」の理

解を重要視するとともに、得られた知識技能を実社

会で活用実践するために、体験的な活動の中で、協

働的な相互作用による学習スタイルが重視されてき

た経緯がある［25］。2004 年に財務省・貿易産業省・教
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育技能省により、STEM分野への人材の流れを改善す

ることの重要性が指摘されて以来、小学校や中学校

を中心にクラブ活動やサマースクール等のインフォ

ーマルな形での実施が進行している。2005 年にイギ

リスのヨーク市に国立 STEMセンターが設立され、

様々なプログラムの開発やプラットホーム構築だけ

でなく、STEMアンバサダー制度の支援活動も行って

いる［34, 35］。広く国民からボランティアとして STEM

アンバサダーを募集して認定し、小中高の理科教育

にて活躍する機会を与え続け 20 年ほどが経過してい

る。この制度の認知度は広がり現在では 3万人以上

がアンバサダーとして認定され、幼少期から学校教

育や課外活動などの場で活躍しているとともに STEM

教育の浸透に大きく貢献している。複数の日本人駐

在員家庭の母親によるブログなどにより、日本より

も圧倒的に STEM教育の実践を学校教育の現場で実

感すると報告されている［36-37］。

2 － 4．�日本における STEM教育と STEM分野の仕

事に関する認識

　IBMは 2022 年 3 月に、13 カ国 1 万 4000 人以上の

学生、転職希望者、求職者を対象に、科学・技術・

工学・数学（STEM）分野のスキルと教育、仕事に関

する調査結果を公開した［38］。この調査は 2022 年 11

月 2 日～ 28 日に、IBMがモーニング・コンサルト社

に委託して、13 カ国 1万 4000 人以上の学生、転職希

望者、求職者に科学・技術・工学・数学（STEM）分

野のスキルと教育、仕事に関してインタビューした

結果をまとめたものである。図 2の STEM分野の仕

事の認知度の結果が示すように、日本の学生は他国

に比べて大学 3年生や 4 年生から就職活動に関連し

始めるものの、STEM分野の仕事についての認知度が

極めて低いことがわかる。

　この日本の STEM分野の仕事の認知度の低さにつ

いて、日本 IBMは日本では他の国よりも STEM分野

の仕事が少ないこと、自分の住んでいる地域では他

の場所よりも STEM分野の仕事が少ないことに同意

する割合が高いためであると考察している。

　アメリカの学生が今回のアンケート調査対象国の

中で最も STEM分野の仕事に対する認知度が高い結

果となり、次いでイギリス、ドイツ、シンガポール

が高い結果を得ている。これには上述したように国

を挙げての STEM教育の実践の成果が影響している

と考えられる。ドイツでは特に大学の学士資格を目

指す学生だけでなく、同等の職業プログラムの新入

生の 40％強が STEM科目を選択している。また

STEM系資格取得者、IT科卒業資格、工学および自

然科学の卒業者の就職率はそれぞれ 87-91％を上回る

結果を公表していること［33］も影響しているものと推

察する。

　日本のSTEM分野の仕事に関連して、経済産業省「理

工系人材育成に係る現状分析データ等」（出典は経済
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プログラムを展開している［30］。

シンガポール

　日本よりもかなり以前から専門家や市民を含めた

STEM教育人材育成の方針が国家規模で議論され、重

要視されてきた。現在では 2021 年に発表された前期

中等教育科学シラバスにおいて「生徒が将来の学習

や仕事のために、STEM に取り組み追究するための力

強い科学の基礎を提供すること」と記述されている。

シンガポールでは 1997 年ごろから探究活動が重要視

され、STEM 教育の導入初期において、教育理論の構

築や教員研修という基礎的な部分について丁寧に積

み重ねを行ってきた。「STEM Inc.（シンガポール科学

館の基に設立された組織）」と教育省が協力し、資金

と人材の両面において企業等の力を頼りつつ、小中

高の学校における STEM 教育の実施に関わっている。

STEM Inc.が教育省の指導のもとに各教員を手厚くサ

ポートするという仕組みがすでにできあがっており、

うまく循環していると見受けられる［31］。特に STEM 

教育が国に導入されるときの初期段階の計画と実施

において、教員の力量に過度に依存するのではなく、

教員支援が重要な戦略としたことが成功の鍵であっ

たと考えられる。ちなみにシンガポールでも「Maker

教育」という言葉がすでに浸透しており、台湾に影

響を与えた可能性が高い。シンガポールの STEM教

育は日本の 20 年先を行くとも評価されている。

韓国

　STEAM教育の Aについて韓国では Artsは単に芸

術でなく、リベラルアーツが含まれるとの解釈をし

ており、すでに Artsを含めた STEAM教育に 2010 年

頃から取り組んできた。日本では韓国の影響も受け

て Artsに対してこの解釈を近年とるようになってい

る。2011 年には韓国型 STEAM 教育の主要な特徴と

して科学技術工学を中心融合的な思考で体系的に未

来予測のできる教育にシフトし始めた。

　国家戦略として、グローバルリーダーとして時代

の変化に柔軟に対応できる物事を判断する力を持っ

た人材を育むことを目的にして STEAM教育が始動し

ている。韓国政府は STEAM教育プログラムの作成や

教員育成に予算を投じ、韓国科学創意財団（KOFAC）

が実際の教員養成、プログラム開発、教員支援など

の運営を担当している［32］。特筆すべきことは、教員

グループ支援プログラムが成功していることである。

選ばれた教員グループに対して会議出席や授業用マ

テリアル、授業実施の金銭的支援が行われており、採

択された教員には授業立案や実施、教育効果のレポ

ートが求められる。プログラム開始当時（2011 年）

時点では 27 グループであったが 2018 年には、230 の

グループが支援を受けている。また、2009 年度に教

育課程が改定されたあと、日本でいう「探究活動」に

近い「創意的体験活動」が小中学校で取り入れられ、

また「教科群制度」を採り入れ科目融合、または統

合的な授業が実施されている。

ドイツ

　ドイツの教育システムは日本やアメリカと大きく

異なっており、中学校から高等学校に入学する時点

で大学の学士資格を目指すための高校か、職業訓練

を目指す高校かに大きく進路が分かれる仕組みを取

っている。ドイツ連邦教育研究省（BMBF）は 2019

年度 OECD報告書「図表で見る教育 2019 年」の中で

「ドイツは国際的に、STEM教育（数学、IT、自然科学、

工学）分野においてリードしており、OECD諸加盟国

の中で、高等教育スタート時点でドイツ以上に STEM

教育に取り組んでいる国はない。」と発表している［33］。

その中で「ドイツの教育システムは高いレベルにあ

る。優れた学校教育と職業訓練そして生涯学習への

高い意欲は、劇的に変化する社会的、職業的な重要

課題に対応するための前提条件である。」と説明され

ているほど、ドイツでは STEM分野の仕事が社会的

に認知されていると言える。さらに職業訓練に対す

る意識は高等学校進学のためだけでなく、一度社会

人になった大人のリカレント教育制度の普及が非常

に進んでいる。

イギリス

　イギリスの理科教育は「科学の知識、本質」の理

解を重要視するとともに、得られた知識技能を実社

会で活用実践するために、体験的な活動の中で、協

働的な相互作用による学習スタイルが重視されてき

た経緯がある［25］。2004 年に財務省・貿易産業省・教
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産業省 平成 26 年度 産業技術調査事業「産業界と教

育機関の人材の質的・量的需給ミスマッチ調査」）に

よると、技術系職業についている日本人の割合は当

時の調査で 28.9%つまり 3 割以下というデータにな

っている［39］。日本 STEM教育学会会長の新井健一氏

によると、現状の指導要領や日本の理科教育の在り

方では、2050 年ごろの STEM関連職業への対応が間

に合わない可能性を指摘している［40］。

2 － 5．�「非認知能力」の養成と課題解決型プロジェ

クト（例えば自由研究）の有用性

　主体的な学び（アクティブラーニング）の重要性

が示されて久しい。理数探究活動が例えば「理数探

究基礎」や「理数探究」などの科目が設置されたも

のの、教育現場では探究活動に苦戦していること多

いとみられている。文科省では例えば「理数探究基礎」

については生徒の「数学的な見方・考え方や理科の

見方・考え方を組み合わせるなどして働かせ、探究

の過程を通して、課題を解決するために必要な基本

的な資質・能力を育成すること」を目標としており、

まさしく問題解決力の育成がポイントになっている［1］。

　日本では、国家規模での STEM教育の推進が他国

に比べて遅れをとっていることを紹介したが、近年

になってやっと問題解決能力などの非認知能力の養

成に対して、探究活動の有効性が文科省および関連

団体から発信されるようになってきたと言える。令

和 4 年度補正予算として、経済産業省の「探究的な

学び支援補助金」補助金により、2023 年度になって

やっと学校等における探究学習等サービスの導入を

行う事業を実施する者（企業、教育団体などの法人）

に対して、事業費等に要する経費の一部を補助する

事業が開始されており、授業支援などがスタートし

始めている。

　アメリカでは STEM教育に関して大きな国家予算

が投じられてきたと共に、STEM教育ならびに理科教

育の研究も盛んであり、スタンフォード大学、カリ

フォルニア州立大学、コロラド州立大学、ミシガン

州立大学などの教育学部等が、積極的に理科教育支

援のプロジェクトをたくさん抱えており、10 年以上

も教育現場の支援に携わっている。

　アメリカの Education Development Center （EDC）は

教育開発機関のひとつであるが、そこで実施されて

いるプロジェクトの一つにより、理科の「自由研究」

（Science Fair）の有効性がすでに論文発表等を通じて

示されている［41, 42］。その研究プロジェクトは National 

Science Foundation（NSF）の支援（助成金）を受けた

もので、Science Fairの実施が積極的に生徒たちの能

力育成に効果的であることが生徒や教員の協力によ

って実施された現地調査、アンケート調査などを経

て証明されている［43］。すでに、アメリカの次世代科

学スタンダード（NGSS）においても科学技術の体験

学習が強く推奨されていること、Science Fairの文化

がもともと根付いていたこともあり、地域の科学博

物館や教育委員会が協力をして、各小学校や中学校

での実施が長年続いてきた事実もある。EDCの報告

によると、Science Fairの実施により、子どもたちの

科学への興味の広がりや、将来の勉強意欲が増加す

ることが示された。その成果の中で、教員、親、ク

ラスメートの協力が不可欠であることも分かってお

り、教員と家族の積極的な関与（手法の紹介、デー

タ解釈の手伝いなど）が子どもたちの自由研究の成

功の大きな秘訣になっているとしている。日本では

自由研究はほとんどが小学校の高学年時に実施され

る。探究活動が指導要領で明示されて以来、中学や

高校で Science Fairのような取り組みの実施例は増え

つつあるものの、SSHなどの特別な学校を除くと、

普通科高校における実施率はいまだに少ないものと

見積もられる。

　EDCの成果をもとに以下、その教育効果や有用性

をいくつか示す。アンケートの実施は 2014－2016 年

時点での中学校教員で、アンケート調査依頼全体数

に対して 57％の 186 名が回答した。当時、アメリカ

の中学校の 72％が少なくとも 1学年を対象に Science 

Fairを実施していてそのうちの 56％の学校が 6年生

（日本の小学校 6年生）から 8年生（日本の中学校 2

年生）に至る 3年間で継続実施している。全国区の

中学生を対象としたアンケート調査結果では 419 名

の生徒が回答していて、うち 86％が複数以上のポジ

ティブな成果の実感を得られ、14％の生徒が少なく

とも 1 つのネガティブな実感を得たと回答した。

Science Fairを通じて、生徒が得られたポジティブな

成果の実感の例としては、主に次のようなものがあ
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げられた。

①　 今までに行ったことのない新しいことを体験で

きた（61％）

②　Scienceが一番興味のある対象になった（50％）

③　 Scienceについて前よりももっと詳しくなった

（43%）

④　 興味があることに対して何かを研究したと実感

できた（37％）

　教員たちおよび調査を行った研究者の評価として

は、生徒たちに少なくとも 3つの大きな効果があっ

たとし、1つ目はサイエンスに対する興味が増すこと、

2つ目に生徒たちのサイエンスに関わる理解が深まる

こと、3つ目にプロジェクトの達成感が味わえること、

とある。また、低所得層の生徒においては、科学に

対する理解力、総合的な学習能力について著しい向

上があったと報告されている。加えて、教員や家族

を含む大人の Science Fairのプロジェクトへの関与と

しての、調査への協力、途中段階でのコメントなど

による評価、制作物への協力などが、生徒たち自身

が研究を理解していると自信を持つことに大きく影

響しているとしている。

　日本でも今後は教員や家族の関与だけでなく、ア

メリカのように教育委員会や博物館などの地方教育

関連機関との連携が推進することで Science Fairのよ

うな課題解決型の活動機会と生徒の能力向上の機会

を与えられると期待する。以下の図3の写真において、

カリフォルニア州サンフランシスコ教育委員会と科

学博物館が共同で実施している Science Fair（2023 年

3 月）で展示された中学生の自由研究の成果の例を写

真で紹介する。実際の発表の場においては、子ども

たちが自分（または自分たち）の研究プロジェクト

について、審査員や保護者を含む一般聴衆に対して

ポスター発表をするような形で実施される。     

2 － 6．�非認知能力の養成にむけた理数科目横断型科

目（Integrated�Science）の重要性

　日本の教育現場における問題点を鑑みると、時間

の無駄がなく STEM/STEAMの概念を理科科目に取り

入れるためには時間的な効率と高い教育効果が求め

られることになる。現実的な新しい理科教育の実施

のための、ひとつの解決案としては、科目を超えた

融合（または統合型）授業の展開である。専門の異

なる教員どうしが歩み寄ることで、個別に重複して

教育していた内容を共有しあい、統合科目を実施す

ることでこれまで重複して教えられていた内容の無

駄などを省くことができる。化学・生物、物理・数

学など、これまでも試みはあるものの指導要領など

で提示されていないため、現状では具体化させるた

        

図３　サンフランシスコ市内公立中学校生徒による自由研究の成果例
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産業省 平成 26 年度 産業技術調査事業「産業界と教

育機関の人材の質的・量的需給ミスマッチ調査」）に

よると、技術系職業についている日本人の割合は当

時の調査で 28.9%つまり 3 割以下というデータにな

っている［39］。日本 STEM教育学会会長の新井健一氏

によると、現状の指導要領や日本の理科教育の在り

方では、2050 年ごろの STEM関連職業への対応が間

に合わない可能性を指摘している［40］。

2 － 5．�「非認知能力」の養成と課題解決型プロジェ

クト（例えば自由研究）の有用性

　主体的な学び（アクティブラーニング）の重要性

が示されて久しい。理数探究活動が例えば「理数探

究基礎」や「理数探究」などの科目が設置されたも

のの、教育現場では探究活動に苦戦していること多

いとみられている。文科省では例えば「理数探究基礎」

については生徒の「数学的な見方・考え方や理科の

見方・考え方を組み合わせるなどして働かせ、探究

の過程を通して、課題を解決するために必要な基本

的な資質・能力を育成すること」を目標としており、

まさしく問題解決力の育成がポイントになっている［1］。

　日本では、国家規模での STEM教育の推進が他国

に比べて遅れをとっていることを紹介したが、近年

になってやっと問題解決能力などの非認知能力の養

成に対して、探究活動の有効性が文科省および関連

団体から発信されるようになってきたと言える。令

和 4 年度補正予算として、経済産業省の「探究的な

学び支援補助金」補助金により、2023 年度になって

やっと学校等における探究学習等サービスの導入を

行う事業を実施する者（企業、教育団体などの法人）

に対して、事業費等に要する経費の一部を補助する

事業が開始されており、授業支援などがスタートし

始めている。

　アメリカでは STEM教育に関して大きな国家予算

が投じられてきたと共に、STEM教育ならびに理科教

育の研究も盛んであり、スタンフォード大学、カリ

フォルニア州立大学、コロラド州立大学、ミシガン

州立大学などの教育学部等が、積極的に理科教育支

援のプロジェクトをたくさん抱えており、10 年以上

も教育現場の支援に携わっている。

　アメリカの Education Development Center （EDC）は

教育開発機関のひとつであるが、そこで実施されて

いるプロジェクトの一つにより、理科の「自由研究」

（Science Fair）の有効性がすでに論文発表等を通じて

示されている［41, 42］。その研究プロジェクトは National 

Science Foundation（NSF）の支援（助成金）を受けた

もので、Science Fairの実施が積極的に生徒たちの能

力育成に効果的であることが生徒や教員の協力によ

って実施された現地調査、アンケート調査などを経

て証明されている［43］。すでに、アメリカの次世代科

学スタンダード（NGSS）においても科学技術の体験

学習が強く推奨されていること、Science Fairの文化

がもともと根付いていたこともあり、地域の科学博

物館や教育委員会が協力をして、各小学校や中学校

での実施が長年続いてきた事実もある。EDCの報告

によると、Science Fairの実施により、子どもたちの

科学への興味の広がりや、将来の勉強意欲が増加す

ることが示された。その成果の中で、教員、親、ク

ラスメートの協力が不可欠であることも分かってお

り、教員と家族の積極的な関与（手法の紹介、デー

タ解釈の手伝いなど）が子どもたちの自由研究の成

功の大きな秘訣になっているとしている。日本では

自由研究はほとんどが小学校の高学年時に実施され

る。探究活動が指導要領で明示されて以来、中学や

高校で Science Fairのような取り組みの実施例は増え

つつあるものの、SSHなどの特別な学校を除くと、

普通科高校における実施率はいまだに少ないものと

見積もられる。

　EDCの成果をもとに以下、その教育効果や有用性

をいくつか示す。アンケートの実施は 2014－2016 年

時点での中学校教員で、アンケート調査依頼全体数

に対して 57％の 186 名が回答した。当時、アメリカ

の中学校の 72％が少なくとも 1学年を対象に Science 

Fairを実施していてそのうちの 56％の学校が 6年生

（日本の小学校 6年生）から 8年生（日本の中学校 2

年生）に至る 3年間で継続実施している。全国区の

中学生を対象としたアンケート調査結果では 419 名

の生徒が回答していて、うち 86％が複数以上のポジ

ティブな成果の実感を得られ、14％の生徒が少なく

とも 1 つのネガティブな実感を得たと回答した。

Science Fairを通じて、生徒が得られたポジティブな

成果の実感の例としては、主に次のようなものがあ
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めの指針がない。統合型授業の展開には、新しい指

導要領での具体的な提示と、各教員の柔軟な対応が

不可欠となる。

　これを現実化させるためには、理系科目に限らず、

教科書、教育内容、カリキュラムデザインが学習指

導要領の中で丁寧に記載されることが必要となる。新

しい理科教育によって一人でも多くの子どもたちの

非認知能力が育成されることが望ましい。そのため

には理科基礎科目の必修化が必要と考えられる。カ

リキュラムの内容案についての詳細な検討結果は続

報にて報告するが、すでに述べたように韓国などの

事例のように探究活動の時間と、統合型科目の導入

による授業時間の効率的な運営と、全体的な問題解

決能力の養成における Art（Arts）の概念の導入は日

本でも大いに参考になると考えられる。

　また、シンガポールや台湾における Maker教育、

アメリカにおける自由研究発表（Science Fair）のよう

に単一の科目の知識や技能では成し遂げることので

きない、課題に向かうプロジェクト経験の中には当

然 Art（Arts）の概念が必要となり、総合的な問題意識、

プロジェクトの総括的な判断力、解析力、表現力が

必要となる。これがグループ活動となるとさらにマ

ネージメント能力も必要となる。これらの課題に立

ち向かうに当たっては分野のことなる事象を組み合

わせて理解したり、解決策につなげたりする場面に

多く立ち向かうことが可能となるため、新しい理科

教育の中では子どもたちが主体的に思考できる機会

を増やして、Artsの体験とともに思考プロセスの繰り

返しが体験できるような環境づくりも重要となる。

　今後の日本の高校理科教育の改革においては、知

識埋込型教育だけではなく、課題解決力または非認

知能力育成のプロセスをバランスよく導入すること

が重要と考えられる。総合的な理科科目として「理

科総合」や「科学と人間生活」が実施されてきたが、

カリキュラムや教員人材の関係もあり物化生地が網

羅された非認知能力育成のプロセスが盛り込まれて

いるとは言い難い。今後の高校理科教育には物化生

地に STEM/STEAMおよびエンジニアリングのような

モノづくりの分野を統合したような内容をできるだ

け必修科目の形で取り入れることが重要である。こ

こにはできるだけ Arts的な体験を取り入れるために

アメリカで実施の Science Fairのようなプロジェクト

推進体験をさせることが効果的と考えられる。また、

小中高を通じて学校教育内に Arts的活動を幅広く取

り入れて繰り返すことで高等学校の理科教育がさら

に充実した形になると考えられる。

3．おわりに

　日本の高校理科教育における課題はすでに 2 － 2

で述べたが、現場の先生方に教育が大きく依存して

いることが特に大きな問題点として挙げられる。イ

ギリス、シンガポール、台湾などに見られるような

教員を積極的に支援する STEMセンターのような機

関が日本にはまだないこと、またイギリスの STEM

アンバサダーのように認定されたようなスタッフが

教育現場で活躍する文化がないことなどから、特に

実験や実習を伴う活動における人材と教材などに予

算的な限界がある。時間的な限界については、学習

指導要領によってある程度決められた内容があると

ともに、大学受験のための学習内容などがカリキュ

ラムに反映されるため、柔軟かつ迅速に変更できな

い仕組となっている。日本の大学入試制度や学習指

導要領が柔軟に変化し、相応な国家予算が投じられ

るとともに理数系科目への特に教員支援体制が始動

しない限り、日本での理科教育は大きく変われない。

経済が低迷し、人材育成に期待がかかる今の時代こ

そ、基礎理科科目の重要性と大きな変革の重要性を

訴えたい。
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めの指針がない。統合型授業の展開には、新しい指

導要領での具体的な提示と、各教員の柔軟な対応が
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非認知能力が育成されることが望ましい。そのため

には理科基礎科目の必修化が必要と考えられる。カ

リキュラムの内容案についての詳細な検討結果は続

報にて報告するが、すでに述べたように韓国などの
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による授業時間の効率的な運営と、全体的な問題解

決能力の養成における Art（Arts）の概念の導入は日

本でも大いに参考になると考えられる。

　また、シンガポールや台湾における Maker教育、

アメリカにおける自由研究発表（Science Fair）のよう

に単一の科目の知識や技能では成し遂げることので

きない、課題に向かうプロジェクト経験の中には当

然 Art（Arts）の概念が必要となり、総合的な問題意識、

プロジェクトの総括的な判断力、解析力、表現力が

必要となる。これがグループ活動となるとさらにマ

ネージメント能力も必要となる。これらの課題に立

ち向かうに当たっては分野のことなる事象を組み合

わせて理解したり、解決策につなげたりする場面に

多く立ち向かうことが可能となるため、新しい理科

教育の中では子どもたちが主体的に思考できる機会

を増やして、Artsの体験とともに思考プロセスの繰り

返しが体験できるような環境づくりも重要となる。

　今後の日本の高校理科教育の改革においては、知

識埋込型教育だけではなく、課題解決力または非認

知能力育成のプロセスをバランスよく導入すること

が重要と考えられる。総合的な理科科目として「理

科総合」や「科学と人間生活」が実施されてきたが、

カリキュラムや教員人材の関係もあり物化生地が網

羅された非認知能力育成のプロセスが盛り込まれて

いるとは言い難い。今後の高校理科教育には物化生

地に STEM/STEAMおよびエンジニアリングのような

モノづくりの分野を統合したような内容をできるだ

け必修科目の形で取り入れることが重要である。こ

こにはできるだけ Arts的な体験を取り入れるために

アメリカで実施の Science Fairのようなプロジェクト

推進体験をさせることが効果的と考えられる。また、

小中高を通じて学校教育内に Arts的活動を幅広く取

り入れて繰り返すことで高等学校の理科教育がさら

に充実した形になると考えられる。

3．おわりに

　日本の高校理科教育における課題はすでに 2 － 2

で述べたが、現場の先生方に教育が大きく依存して

いることが特に大きな問題点として挙げられる。イ

ギリス、シンガポール、台湾などに見られるような

教員を積極的に支援する STEMセンターのような機

関が日本にはまだないこと、またイギリスの STEM

アンバサダーのように認定されたようなスタッフが

教育現場で活躍する文化がないことなどから、特に

実験や実習を伴う活動における人材と教材などに予

算的な限界がある。時間的な限界については、学習

指導要領によってある程度決められた内容があると

ともに、大学受験のための学習内容などがカリキュ

ラムに反映されるため、柔軟かつ迅速に変更できな

い仕組となっている。日本の大学入試制度や学習指

導要領が柔軟に変化し、相応な国家予算が投じられ

るとともに理数系科目への特に教員支援体制が始動

しない限り、日本での理科教育は大きく変われない。

経済が低迷し、人材育成に期待がかかる今の時代こ

そ、基礎理科科目の重要性と大きな変革の重要性を

訴えたい。
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